
安城市市民活動補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、安城市市民協働推進条例（平成２４年安城市条例第３１号。

以下「条例」という。）第９条第３号に基づき、市民協働によるまちづくりの推

進における財政的支援を実施するため、市民活動団体が行う事業に対して、予算

の範囲内で交付する補助金に関し、安城市補助金等の予算執行に関する規則（昭

和３９年安城市規則第１６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必

要な事項を定めるものとする。 

（補助対象団体） 

第２条 補助金の対象となる市民活動団体は、安城市民交流センターの設置及び管

理に関する条例（平成２１年安城市条例第２２号）第１５条第１号に規定する安

城市民活動センター登録団体（以下「登録団体」という。）とする。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、登録団体

が市内において主体的に企画実施する公益性を有する事業で、次に掲げるものと

する。 

（１）市民提案型事業 登録団体が、自ら自由なテーマで提案した市民協働による

まちづくりの推進を図るために実施する事業 

（２）行政提示型事業 登録団体が、市が設定したテーマ又は事業に対し企画提案

し、市と協働して実施する事業 

（３）協働提案型事業 代表登録団体（事業を実施する登録団体、町内会、企業等

（市を除く。）（以下「構成団体」という。）を代表する登録団体をいう。以

下同じ。）が、自ら自由なテーマで提案した市民協働によるまちづくりの推進

を図るために、他の構成団体と協働して実施する事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するものは、補助対象事業とし

ないものとする。 

（１）政治、宗教及び営利を目的とするもの 

（２）公の秩序を乱すおそれのあるもの 

（３）調査又は研究のみを目的とするもの 

（４）補助金の交付を受ける年度において、類似する補助金等の交付を受けようと

するもの又は受けたもの 



（５）その他市長が適当でないと認めるもの 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表に定

めるとおりとする。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

（１）市民提案型事業 補助対象経費の額（補助対象経費の合計額から補助対象事

業によって得られる収入額を控除した額（当該額が零を下回る場合は零とする。

）をいう。以下同じ。）と無償労力提供額（無償で労力を提供した者（以下「

ボランティアスタッフ」という。）の延べ提供時間数に１時間当たり５００円

を乗じて得た額。ただし、補助対象経費の額に３分の１を乗じて得た額を上限

とする。以下同じ。）を合算した額に４分の３を乗じて得た額（ただし、７５，

０００円を上限とする。） 

（２）行政提示型事業 補助対象経費の額と無償労力提供額を合算した額に４分の

３を乗じて得た額（ただし、１５０，０００円を上限とする。） 

（３）協働提案型事業 補助対象経費の額と無償労力提供額を合算した額に４分の

３を乗じて得た額（ただし、２２５，０００円を上限とする。） 

２ 前項の規定により算定した補助金の額に、１，０００円未満の端数が生じたと

きは、これを切り捨てる。 

（申請の制限） 

第６条 一の登録団体が申請できる補助対象事業は、１年度につき１事業とする。 

２ 協働提案型事業を実施しようとする構成団体のうち代表登録団体以外の登録団

体は、協働提案型事業について代表登録団体が申請している同一の構成団体によ

る同一の事業を同一年度において申請することはできないものとする。 

３ いずれの登録団体も当該登録団体に対する交付の決定であるか否かにかかわら

ず、市長が過去に交付の決定をした事業と同一の事業に対する補助金の申請をし

てはならない。ただし、次に掲げる場合にあってはこの限りでない。 

（１）次のいずれかに該当する登録団体が申請する場合 

  ア 過去に交付の決定を受けた登録団体及び構成団体を形成していた登録団体

以外の登録団体 

  イ 過去に交付の決定を受けた登録団体又は構成団体を形成していた登録団体

であって、これから申請しようとする事業の実施について構成団体の数を加



えて又は構成団体の数を同数のままその構成する団体を変更して行おうとす

るもの 

（２）過去に交付の決定（この号に基づく申請に対する決定を除く。）を受けた登

録団体又は構成団体を形成していた登録団体であって、これから申請しようと

する事業の実施について単独の登録団体により又は構成団体の数を減じて若し

くは同一の構成団体により行おうとするものが当該交付の決定を受けた翌年度

に申請する場合 

（公募及び交付申請） 

第７条 市長は、補助対象事業を実施する登録団体等（市民提案型事業及び行政提

示型事業を実施する登録団体並びに協働提案型事業を実施する代表登録団体をい

う。以下同じ。）を公募するものとする。 

２ 補助金の交付を受けようとする登録団体等は、市長が定める申込期間内に、安

城市市民活動補助金申請書（様式第１）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出

しなければならない。 

（１）実施計画書（様式第２） 

（２）収支予算書（様式第３） 

（３）安城市民活動センター登録団体証の写し 

（４）その他市長が必要と認める書類 

 （交付決定及び通知） 

第８条 市長は、前条第２項の規定により申請があったときは、条例第１０条第１

項に規定する安城市市民協働推進会議（以下「推進会議」という。）に審査をさ

せるものとする。 

２ 市長は、前項の規定により推進会議から審査の結果を受け、補助金の交付を決

定したときは、当該登録団体等にその旨を通知するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による補助金の決定をする場合において、市長は、補助事

業の交付の目的を達成するため条件を付することができる。 

（前渡し） 

第９条 第８条第２項の規定により補助金の交付の決定を受けた登録団体等が、補

助金の交付目的を達成するため、市長が特に必要と認めるときは、補助金交付決

定額の一部（補助対象経費の額に４分の３を乗じて得た額（１，０００円未満の

端数は切捨て）を上限とする）を前渡しすることができる。 

２ 前項に規定する前渡しを受けようとする登録団体等は、前払請求書（様式第４



）に請求に係る内訳書、見積書等を添付して市長に提出しなければならない。 

（計画変更） 

第１０条 補助金の申請をした登録団体等が、補助金の交付決定を受けた後におい

て、当該事業の計画を変更する場合（廃止し、又は中止する場合を含む。）は、

直ちに市長に安城市市民活動補助金計画変更申請書（様式第５）及び変更後の収

支予算書を提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により計画の変更申請があったときは、変更内容を審査検

討し、前条の規定による交付決定の内容及びこれに付した条件に著しく異なる変

更があると認めるときは、同条の規定による決定を変更するものとする。 

（実績報告） 

第１１条 補助金の交付の決定の通知を受けた登録団体等は、補助対象事業が完了

したときは、事業完了後３０日以内又は２月末日のいずれか早い期日までに安城

市市民活動補助事業実績報告書（様式第６）に次に掲げる書類を添えて、市長に

提出しなければならない。 

（１）収支決算書（様式第７） 

（２）収入及び支出の内訳が分かる領収書等の書類 

（３）無償労力提供額を補助金の額に加算した場合は、ボランティアスタッフの従

事した状況が分かる書類 

（４）事業の記録及び成果物の写真 

（５）事業実施のために製作した広報啓発物 

（６）その他市長が必要と認める書類 

２ 補助金の交付の決定の通知を受けた登録団体等は、市長が指定する公開の場に

おいて事業の実績又は経過を報告するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１２条 市長は、補助金の交付の決定の通知を受けた登録団体等が次の各号のい

ずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことがで

きる。 

（１）この要綱に違反したとき。 

（２）規則第１０条第１項各号のいずれかに該当するとき。 

（３）その他市長が取消しに相当する事由があると認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に

交付した補助金があるときは、期限を定めて、全部又は一部の返還を命じなけれ



ばならない。 

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２５年１月１５日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年３月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年１月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

  附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行前にされた申請に基づく補助金の交付については、なお従前の

例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第４条関係） 

 区分 経費の種類 

  報償費 講師・専門家（構成団体の構成員又はボランティ

アである者を除く。）への謝礼 

 
 

 
 

 

補 

助 

対 

象 

経 

費 

旅費  交通費、講師・専門家の宿泊費（これらのうち、

領収書が発行できないものを除く。） 

 需用費 チラシ、パンフレット、報告書等の印刷製本費、

消耗品費、事業で使用する食材費（会議や親睦の

ための飲食代を除く。）等 

 役務費 通信運搬費、保険料（火災、地震等の保険料を除

く。）、手数料等 

使用料及び賃借料 会場使用料、車両・機械器具の賃借料、通行料等 

 備品購入費 補助対象事業に不可欠とされるもので購入価格が

３万円を超え、耐用年数が２年以上の備品の購入

費（パソコン、カメラ等の他の事業においても使

用可能な汎用性の高い物品の購入費を除く。） 

 その他の経費 その他市長が必要と認める経費 

備考 団体又は構成団体の運営に関する経費は、補助対象としない。

 


